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（4）線形経済から循環経済へ ～限りある資源の効率的な利用を～
奴間　伸茂＊

持続可能な社会の実現を目指す SDGs

*　塗料塗装技術研究所　代表

１．はじめに
　この原稿を書き上げた日曜日の朝刊一面のトップに
は「温暖化 膨らむ気候難民　50 年に 2 億人も」の見
出しが躍っていた（1）。
　大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄
型の社会を形成し、健全な物質循環を阻害するほか、
気候変動問題、天然資源の枯渇、大規模な資源採取に
よる生物多様性の破壊など様々な環境問題にも密接に
関係している。資源・エネルギーや食糧需要の増大や
廃棄物発生量の増加が世界全体で深刻化しており、一
方通行型の経済社会活動から、持続可能な形で資源
を利用する「循環経済」（サーキュラーエコノミー：
CE）への移行を目指すことが世界の潮流となってい
る。
　SDGs は持続可能能な社会を目指すものであるが、
そのためには循環経済への移行が不可欠である。
　本稿では、限りある化石資源である石油資源消費の
最小化を実現するための有力な方策として「バイオマ
ス由来原料の塗料への応用」を考えてみたい。

２．「循環経済」（CE）実現に向けて
　CE について環境省の公表資料（2）を利用して簡潔
に説明する。
　CE と は、 従 来 の 3R（Reduce、Reuse、Recycle）
の取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストッ
クを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価
値を生み出す経済活動であり、資源・製品の価値の最
大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指
すものである。また、循環経済への移行は、企業の事
業活動の持続可能性を高めるため、ポストコロナ時代
における新たな競争力の源泉となる可能性を秘めてい
る（図１）。

　2.1　線形経済における課題は山積
　図１を眺めながら、現在の線形経済において、課題
は山積していると改めて思う。
①原材料から塗料を製造する過程において無駄は十分

に排除されているか？
②塗料は被塗物の長寿命化を実現する。それによって

限られた地球資源、製品製造に必要なエネルギー
の無駄な消費を抑えることができるが、まだまだ
長寿命化の可能性、無駄をなくす余地はある。

③塗装工程における無駄の排除の余地はまだまだあ
る。塗着効率を限界まで上げる（塗装工程におけ
る廃棄物の大幅削減）。硬化に要するエネルギーの
削減（焼付け温度を下げる。焼付け時間の短縮）。
温度・湿度の変化によって仕上がりが影響を受け
にくいロバストな塗料設計。

　以上の諸課題の達成のスピードアップには従来の仕
事のやり方を見直す必要がある。
　原料メーカー、塗料メーカー、塗装機器・塗装設備
メーカー、塗装現場、最終顧客さらには大学、公的研
究機関等との組織の壁を越えた連携・協業の推進が必
要である。

　2.2 循環経済への移行に当たって―「資源消費
の最小化」が必須

　図１を眺めて、まず考えなくてはいけないことは、
現状の原材料に依存していてよいのか、という点であ
る。
　塗料は、図２に示すように、樹脂、顔料、機能性付
与剤、添加剤、溶剤（水性塗料の場合は水が主体、粉
体塗料の場合は殆ど含まれない）から構成されている。
塗料に使用される代表的な樹脂を表１に示す。最も多
く使用されている合成樹脂、三次元架橋硬化に欠かせ
ない硬化剤（架橋剤）のほとんど全ては化石原料であ
る石油由来原料から合成されている。
そして、これらの合成樹脂、硬化剤は、市場、社会の

図１　従来のリニアエコノミーとサーキュラーエコノミーの違い（2）
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要請に応え（図３）（3）、高分子化学等の成果を取り入
れた永年の研究・開発の結果生み出されたものである

（図４）（3）。したがって、今後少なくとも１世紀は基
本的には大きく変化することはないと筆者は考える。
　図３、図４の詳細については、是非とも「塗料技術
発展の系統化調査」（3）を読んでいただきたい。持続
可能な社会を実現する技術を開発するためには、現状
の技術の誕生の背景、基盤を把握する必要があると考
えるからだ。
　溶剤型塗料のシンナーとしてだけではなく、水性
塗料用樹脂の重合（エマルション重合を除く）、粉体
塗料用樹脂の重合には石油由来の各種溶剤が欠かせな
い。
　顔料も石油由来、石炭由来、あるいは天然の鉱石由
来原料から製造されている。機能性付与剤、添加剤も
同様である。
　なお、各合成樹脂、顔料（有機顔料、無機顔料、防
錆顔料、体質顔料、その他）、溶剤、その他の塗膜形

成主要素及び副要素などあらゆる塗料用原料に関して
は一般社団法人 日本塗料工業会の貴重な労作である

「塗料原料便覧　第 9 版」を参照されたい（4）。
　持続可能な社会実現のためには、限りある化石原料
由来の塗料原料消費の最小化が不可欠な課題となる。

　2.3　「石油資源消費の最小化」実現の手段
　限りある化石原料である石油資源由来の塗料原料消
費の最小化を実現する方策は決して多くない。
①バイオマス由来原料の開発
　バイオマスとは、動植物などから生まれた生物資源
の総称である。光合成により CO2 を吸収して成長す
るバイオマス資源を燃料とした発電は「京都議定書」
における取扱上、CO2 を排出しないものとされている。
　再生可能エネルギー源としてのバイオマスについて
は資源エネルギー庁の資料「再生可能エネルギー」（5）

などを参照されたい。
　原料として植物などの再生可能な有機資源を使用
するバイオマスプラスチック、およびプラスチック
としての機能や物性に加えて、ある一定の条件の下で
自然界に豊富に存在する微生物などの働きによって分
解し、最終的には二酸化炭素と水にまで変化する性質
を持つ生分解性プラスチックを合わせてバイオプラ
スチックと定義されている。このようなバイオプラ
スチックについては、「バイオプラスチック導入ロー
ドマップ ～持続可能なプラスチックの利用に向け 
て～」（6）等を参照されたい。
　バイオプラスチックの種類を図５に示す（7）。
　バイオプラスチックは再生可能なバイオマス資源を
原料に、化学的または生物学的に合成することで得ら
れるプラスチックであり、それを焼却処分した場合で
も、バイオマスのもつカーボンニュートラル性から、
大気中の CO2 の濃度を上昇させないという特徴があ
る。これにより、地球温暖化の防止や化石資源への依
存度低減にも貢献することが期待される。
　バイオマスプラスチックは原料にバイオマスを利用
することに特徴があるが、塗料用原料の種類は多岐に
わたる。バイオマスを全面的に使うか部分的に使うか
によって分けられる（7）。
a）全面的バイオマス原料プラスチック
　バイオマスから作られた原料だけを原料にしたプラ
スチックでポリ乳酸・変性澱粉などが含まれる。
　現在は石油原料によって製造されているポリブチレ
ンサクシネート系（PBS、PBSA）も、原料のコハク
酸と 1,4 ブタンジオールの両方がバイオマス原料への
切り替えが実現すると、このタイプに分類されること
になる。
b）部分的バイオマス原料プラスチック
　ポリプロピレンテレフタレート（PPT）の、片方の
原料であるプロピレングリコールを醗酵法で作った製
品がすでに販売されている。またポリ乳酸の共重合物、
酢酸セルロース系もこの分類に属す。
　現在、石油原料によって製造されているポリブチレ
ンサクシネート系（PBS、PBSA）、の原料のコハク酸、
またポリブチレンアジペートテレフタレート（PBAT）
の原料の 1,4 ブタンジオールをバイオマス原料に切り
替える計画が進められており、これが実現すると、こ
の「部分的バイオマス原料プラスチック」タイプに分
類される。
　なお、一般に「バイオマス」と言う場合は「活用で

図２　塗料の構成要素

表１　塗料用樹脂の分類

合成樹脂 ・ほとんどの塗料に使用
されている。

・化学反応により合成さ
れる。

・塗装－乾燥－硬化が完
了するまでは流動性の
ある液状

アクリル樹脂、ポリエ
ステル樹脂、エポキシ
樹脂、フェノール樹脂、
アルキド樹脂、メラミ
ン樹脂、フッ素樹脂　
等々あらゆる合成樹脂

セルロース
系樹脂

・天然の高分子化合物で
ある繊維素（セルロー
ス）を酸等と反応

ニトロセルロース（硝
化綿）、CAB（セルロー
ス アセテート ブチレー
ト）

天然樹脂 ・地中に埋もれ化石化し
た樹脂や樹木より採取
された樹脂

ロジン（松脂）、セラッ
ク

油類 ・動植物から絞って取り
出した油。空気中の酸
素による乾燥の速さに
より乾性油、半乾性油、
不乾性油に分類

亜麻仁油、大豆油、桐油、
サフラワー油トール油、
ヤシ油など

硬化剤架橋
剤

・ 樹脂中の反応性基との
化学反応により三次元
架橋構造を形成し強靭
な塗膜を形成

ポリイソシアネート、
メラミンホルムアルデ
ヒド樹脂、ポリアミン、
イミダゾール類など
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図３　塗料・塗装技術の系統図（3）

図４　主な合成樹脂塗料の開発系統図（3）

きる生物由来の再生可能な有機資源」と定義され以下
のように分類されている。
・廃棄物系バイオマス：食物廃棄物、家畜排泄物、建

築廃材、古紙など
・未利用バイオマス：農作物非食用部、林地残材など

・資源穀物：エネルギー源や、製品の原料を目的とし
て栽培される植物

・新作物：バイオマス生産に適した、海洋植物や、新
遺伝子組み換え植物

　バイオマス由来原料は現状では多岐にわたる塗料原
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料のすべてをカバーするには程遠い存在である。また、
価格的にも石油由来の従来のものと比較して高価格で
ある。
　しかし、塗料用原料を供給する化学メーカー、塗装
会社、塗装工程を有する自動車メーカー等、塗装機器・
設備メーカー、大学、公的研究機関などとコンソー
シアムを形成し粘り強く研究・開発を継続することに
よって、石油に大きく依存する現状を打開できると期
待している。後の章でコンソーシアムの例を紹介する。
②再生プラスチックの活用
　石油由来のプラスチックは、1950 年頃から本格的
に生産が開始され、加工性や物性の高さにより利用が
拡大し、日常生活や工業利用として、なくてはならな
い存在になっている。
　プラスチック生産量と廃棄量の増大の概要は以下の
通りである（8）。
• 1950 年以降生産されたプラスチックは 83 億トンを
超え、63 億トンがごみとして廃棄された

• 回収されたプラスチックごみの 79％が埋立あるいは
海洋等へ投棄されている

• リサイクルされているプラスチックは 9％に過ぎな
い

• 現状のペースでは、2050 年までに 120 億トン以上の
プラスチックが埋立・自然投棄される

　一方、直近では、新型コロナウイルス感染症への対
応を通じ、プラスチックの衛生面等における役割が再
認識されている。石油原料由来のプラスチックは人類
の生活になくてはならない存在である。同時に、廃プ
ラスチックも増加の一途をたどっている。
　プラスチック廃棄量の増加と、資源・廃棄物制約、
海洋プラスチックごみ問題、気候変動等の課題との関
連が指摘・懸念されている。2050 年には以下が予測
される。
• 海洋中のプラスチック量が魚の量以上に増加
• 石油消費量に対するプラスチックのシェアが 20％に

上昇
• カーボンバジェット（9）に対するプラスチックのシェ

アが 15％に上昇
　廃プラスチックの有効利用は人類全体の緊急課題で

ある。
　筆者らは、廃物から回収し再生したポリエステル樹
脂を使用して透明で異物の発生やろ過残渣がほとんど
ないアルキド樹脂を短時間で製造する方法を開発し実
用化した（10）。
　具体的に紹介することはできないが、現在も、再生
プラスチックを利用した塗料の開発を精力的に進めて
いる塗料メーカーが存在することは心強い。
　再生プラスチックを利用した塗料開発を業界全体で
推進していただきたい。

３．バイオマス由来原料開発は確実に前進
　「植物由来原料を使用した MMA モノマーのパイ
ロットプラント設計開始～サステイナブル MMA の
本格展開に向け大きく前進～」。このようなインパク
トのある見出しで、本年（2022 年）2 月 16 日、三菱
ケミカル株式会社及びその連結子会社である三菱ケミ
カルメタクリレーツ株式会社は、植物由来原料を使用
する MMA（メチルメタクリレート）モノマーの製造
技術を開発し、パイロットプラントの設計に着手した
ことを発表した（11）。MMA は塗料用アクリル樹脂に
おいて最も多く使用されるモノマーの一つである。
　三菱ケミカルグループは、次の３つの方法により
製造する MMA モノマーを「サステイナブル MMA」
と定義し、製造技術の開発に取り組んでいる。
i） 使用済みのアクリル樹脂を回収、分解して再利用

するケミカルリサイクル（アクリル樹脂（PMMA）
においては、固体のアクリル樹脂を分子レベルで
分解して MMA モノマーに戻すことを示してい
る）。

ii） 既存の MMA モノマー製造プロセスに植物由来原
料を適用する新規製造技術

iii） 植物由来原料から発酵法により直接 MMA モノ
マーを製造する新規製造技術

　今回の発表は、ii）の技術を開発するもので、今回
のプロセスは、植物由来原料を既存プロセスに適用さ
せるものである。これにより 100％バイオ由来の炭素
を有する MMA が製造可能となった。パイロットプ
ラントは 2023 年度に稼働させ、品質及び技術の実証

図５　バイオプラスチックの種類（7）
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を経て、2026 年には既存の商業規模プラントへの適
用を目指すとしている。また、既存の MMA モノマー
製造技術においても、革新的な触媒の開発や生産性を
向上させるプロセスの開発を行い、製造時のエネル
ギー消費や排出物の削減により、環境負荷の低減に努
めるとのことである。
　アクリル樹脂の原料である MMA の世界需要は 360
万トンを超えており、今後も各国 GDP 並みの伸びが
見込まれている。三菱ケミカルグループは、MMA 及
びアクリル樹脂における世界ナンバーワンシェアの
メーカーとして、同事業の可能性を追求し、世界中の
ステークホルダーとともに、サプライチェーン全体で
環境負荷を低減することを通じて、サーキュラーエコ
ノミー実現に向けた取り組みを積極的にリードしてい
くと宣言している。
　MMA につづいて、他のモノマーにも展開していっ
ていただきたい。

４．困難な課題達成のために不可欠な仕組
　持続可能な社会を実現するためには、現在のリニア
エコノミーからサーキュラーエコノミーへの移行は不
可欠である。具体的には、限りある資源の効率的な利
用である。塗料産業にとっては石油原料依存からバイ
オマス原料利用への転換である。
　バイオマス原料の塗料への応用について調べている
過程で「MATSURI」プロジェクトの存在を知った（12）。

「MATSURI」とは、様々な業界のプレイヤーが立場
や業種を越えて知恵を出し合いながら、今までなし得
なかった「藻を基盤とした社会」を構築するプロジェ
クトである。MATSURI の核となる「MATSURI 検
討会」に加わり、新産業の構築にプレイヤーとして携
わる法人には三井化学株式会社などバイオマス由来原
料開発に強い総合化学メーカーなど７社、MATSURI
の活動を通じて、新産業の構築を共に推進する法人に
は旭化成株式会社、三菱ケミカル株式会社、本田技研
工業株式会社、塗料用樹脂、顔料を事業の柱の一つ
とする DIC 株式会社、塗料業界からは武蔵塗料ホー
ルディングス株式会社など 19 社がパートナーとなっ
ている。他に佐賀市など自治体が参加している（2022
年 4 月 23 日現在）。
　微細藻類は太陽光のエネルギーを用いて、二酸化炭
素を吸収しながらタンパク質・脂質・炭水化物などを
生成する。それらの生成物は、化石資源を代替・補完
し、燃料やプラスチック、食品、塗料、化粧品などの
原料となる。
　今まで実現されていない革新的（革命的）な困難な
課題達成、事業化は、一社、あるいは小規模グループ
では達成困難である。パートナーが知恵を出し合い、
連携して事業を成功させていただきたい。

５．おわりに
　バイオマスを塗料設計に生かす、これは筆者の長年
の夢であった。これは、SDGs のゴール 13　気候変動
に対する具体的な対策の有力候補である。また実現が

難しいからこそ、ゴール 17　パートナーシップで目
標を達成しなければならない。
　嬉しいことに夢の実現に向かって世の中は動いてい
る。読者の皆さんのご協力、ご支援を切に願う。
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